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自家用自動車を使用した有償運送としては、従前より道路運送法第７８条第２号に基づく「自家用有償旅客運送（交通空白地有償運送／福祉有
償運送）」がありましたが、地域交通の「担い手」や「移動の足不足」といった深刻な社会問題に対応するため、「デジタル行財政改革 中間とりまとめ」
（令和５年１２月２０日デジタル行財政改革会議決定）において、現状のタクシー事業では不足している移動の足を、タクシー事業者の管理の下で、
地域の自家用車や一般ドライバーを活用することで補う新たな仕組みを創設することが決定されました。
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自家用自動車を使用した有償運送

地方公共団体の主宰する「地域公共交通会議」等で、関
係者間で協議が調った場合に導入。
市町村、NPO法人等が実施。（タクシー事業者も実施
に協力可能）
交通空白地有償運送は乗車定員規定なし。福祉有償
運送は乗車定員10人以下。

自家用有償旅客運送
（道路運送法第78条第2号）

自家用車活用事業
（道路運送法第78条第3号）

国土交通省が指定する、『タクシーが不足する地域、時期及
び時間帯』で導入。
法人タクシー事業者（一般乗用旅客自動車運送事業の許
可を受けている者）が地域の自家用車や一般ドライバーを活
用して実施。
乗車定員10人以下。

道路運送法第78条

（道路運送法）
第七十八条 自家用自動車（事業用自動車以外の自動車をいう。以下同じ。）は、次に掲げる場合を除き、有償で運送の用
に供してはならない。
一 災害のため緊急を要するとき。
二 市町村（特別区を含む。）、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規定する特定非営利
活動法人その他国土交通省令で定める者が、次条の規定により地域住民又は観光旅客その他の当該地域を来訪する者の運
送その他の国土交通省令で定める旅客の運送（以下「自家用有償旅客運送」という。）を行うとき。

三 公共の福祉を確保するためやむを得ない場合において、国土交通大臣の許可を受けて地域又は期間を限定して運送の用
に供するとき。
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自家用自動車を使用した有償運送

バス・タクシー事業者のサービス提供
が困難な地域において、地域住民、
観光旅客その他の来訪者の運送を
行うもの

「路線」又は「区域」を設定
乗車定員規定なし

交通空白地有償運送
（住民等のための「自家用有償旅客運送」）

福祉有償運送
（身体障害者等のための「自家用有償旅客運送」）

タクシーその他の公共交通機関を利
用することが困難な身体障害者等で
あって、市町村に会員登録を行った
者等の輸送を行うもの

原則としてドア・ツー・ドアの個別輸
送サービス（「区域」を設定）
乗車定員１１人未満

自家用有償旅客運送は、道路運送法に基づき、地域住民等の生活に必要な旅客輸送を確保するため、一般旅客自動車運送事業者に
よることが困難であり、地域の関係者が必要であるとして協議が調った場合に、一定の要件を満たした市町村や特定非営利活動法人等
による自家用自動車を使用した有償（※）旅客運送を登録制度の下で可能とし、輸送の安全及び旅客の利便の確保を図ること等を目
的とするものです。
（※）実費の範囲内であり、営利とは認められない範囲。

○実費の範囲
区域を定めて行う自家用有償旅客運送の対価は、近隣のタクシー運賃の約８割を目安とすることとされている。
・旅客の運送に要する燃料費や人件費等の実費の範囲内であると認められること。
・合理的な方法により定められ、かつ、旅客にとって明確であること。

自家用有償旅客運送（道路運送法第７８条第２号関係）

自家用有償旅客運送の種類



自家用有償旅客運送の登録は、以下の①②の流れで進めます。
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自家用自動車を使用した有償運送

安全体制の確保状況について、必要に応じ、監査等を実施。さらに是正命令や登録取消等の処分を実施。指導・監督

※関係者：関係地方公共団体の長、バス・タクシー事業者及びその組織する団体、住民又は旅客、バス・タクシーの運転者が組織する
団体、その他当該市町村において協議を調える必要があると判断する者

・ 市町村
・ ＮＰＯ法人
・ 一般社団法人又は一般財団法人
・ （地方自治法に規定する）認可地縁団体
・ 農業協同組合
・ 消費生活協同組合
・ 医療法人

・ 社会福祉法人
・ 商工会議所
・ 商工会
・労働者協同組合
・ 営利を目的としない法人格を有しない社団
※道路運送法施行規則第４８条参照

自家用有償旅客運送を実施する者

自家用有償旅客運送の登録の流れ

①地域における関係者
（※）の協議

【地域公共交通会議（旧「運営協議会」を含む）】
・ 自家用有償旅客運送の必要性、運送の区域、旅客から収受する対価に関する事項
・ 事業者協力型自家用有償旅客運送を行うか否かに関する事項
・ その他自家用有償旅客運送に関し必要となる事項

②道路運送法に基づく
登録

【登録申請先】当該地域を管轄する運輸支局等
（市町村又は都道府県に権限が移譲（※）されている場合は、当該市町村又は都道府県）

【有効期間】２年（重大事故を起こしていない場合等は3年、 事業者協力型を行う場合等は５年）

自家用有償旅客運送を実施する
者には、必要な安全体制の確保
（運行管理・整備管理の責任者
の選任等）が求められます！

自家用有償旅客運送登録後

登録事項の変更
実績報告の提出

地域における関係者の協議を経て、変更登録申請。（軽微な変更の場合は変更届出）

毎年、前年4月1日から3月末までの実績を「輸送実績報告書」に記載し5月末までに運輸支局等に提出。

※権限移譲先：埼玉県、栃木県、東京都江東区、神奈川県横浜市、神奈川県大和市、茨城県五霞町

有効期限の更新 登録時に付された登録期限を更新するための申請。（更新の際も交通会議などでの合意が必要）


